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けた．本稿の草稿は，経済研究所定例研究会（2008 年10 月１日） ，契約理論ワークショップ（東京
2008 年6月27 日，大阪 2008 年10 月18 日）で読まれ有益なコメントを頂いた．とりわけ，経済研
究所定例研究会における討論者であった久保克行准教授（早稲田大学）のコメントはきわめて有益
であった．   1
１．はじめに 
 
  ２つの疑問がこの研究を動機づけている． 
第１の疑問は，自動車販売などの営業職において，非連続で非線形の報酬制度がし






























































  2.1  インセンティブとゲーミング 
 
エージェンシー理論の分析枠組みと企業内人事データとを用い，出来高給の効果を
分析した論文は数多く存在する （Lazear (2000)， Paarsh and Shearer (1999, 2000), Bandiera, 






代表的な研究としては，Basu, Srinivasan, and Staelin (1985), Coughlan and Narasimhan 
(1992), Mishra, Coughlan, and Narasimhan (2003)などが挙げられる．そこでは，職務内容
から予想される不確実性の高さとインセンティブの強さ（業績給の比率）との間に，


















的に変化させる結果であることを Asch は示している． 
  また，ごく最近，Larkin (2007)がある対企業向けソフト・ベンダー大手企業の 1997













  2.2 小売業におけるエスニシティ問題 





まず，Ayres and Siegelman (1995)は，マイノリティに対する差別が存在すると主張し











Scott Morton, Zettelmeyer and Silva-Risso (2003)は，マイノリティに対する差別は存在
するけれども先行研究ほど大きくないとしている． 彼らは， 1999 年1月から 2000 年2











い．  Bantel and Jackson (1989)やCox (1993)などが，顧客と人口学的に類似の営業職を
配置することによって意思疎通を良好にし，ひいては販売実績を向上させうることを
主張しているものの，販売データに基づく分析ではない． 
こうした文脈のもとで， 本稿にもっとも近い実証分析を行っているのが， Leonard and 
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的問題とを統合して分析する必要があろう（Granovetter(1985)，Baron and Kreps (1999), 


























1． 新車に関しては， ①１～11 台， コミッション 25％ （パック付き） ，
                                                 
1X 氏は 2005 年４月に報酬制度改革を実施した．旧制度は，四半期ベースの独特のコミッション・
システムであった．四半期別・販売台数階級（①シルバー35～39 台,  ②ゴールド 40～42 台,  ③プラ
チナ 43 台以上）別に，シルバー 25％，ゴールド 30％，プラチナ 35％（いずれもパックなし）と
いうコミッション率が設定されていた（ただし 34 台未満の場合パックつきで 25％） ．旧制度の問題
点は２つあった．第１に，コミッション率は地域相場と比べて非常に高かった．第２に，業績管理  6
②12～13 台，同 25％（パックなし） ，③14～15 台，同 30％（パックなし） ，④16 台以
上，同 35％（パックなし） ，という制度である．中古車に関しては，①１～５台，コ
ミッション 25％（パック付き） ，②６～７台，同 25％（パックなし） ，③８～11 台，











   
  3.2  報酬制度の運用実態 
 
ここで，報酬制度に関するいくつかの運用実態について触れておきたい．まず第１
に翌月繰り越し（キャリーオーバー）原則の存在である．新車 16 台，中古車 12 台を
超える台数については， 翌月のコミッション率を定める算式に加算することができる
2．
つまり，先月 20 台，今月 12 台の新車を販売した場合，先月の 20－16＝4台が今月の































































させる」ことが決定的に重要であるという（営業マネージャーY氏） ．   8
iの営業日付 tにおける販売台数とし，sitを同じ営業社員が t  までに販売した月間累計
販売台数とおく．つまり 1 it it it ss y − =+ の関係がある．T を月末日とし，簡単のため，t
は営業日だけをカウントすると取り決めよう． つまり， 仮に営業日数が 23 日とすると，
T = 23 となる．t日の朝の時点で前日までの累計販売台数が sである人の t日の販売台






間コミッションとし，t時点で評価した際の価値関数（value function）を uit(s,  σ , | it X )
と表そう．営業社員の問題は，日々価値関数を最大化することであり，動学的プログ
ラミングのフレームワークを使って，以下のような Bellman 方程式で表現できる． 
i , t , ,1 ,1 , ,
0
(, | ) m a x [ ( , | ) | ] ( | ,) () it it it it it e
y




=+ − ∑  if  t < T 
) ( ) , | ( ]] | ) | | , 0 ( [ ) , ( [ max ) | , (
0
, , 3 0 , , , e c e X y f X s y s u E y s G X s u
y
T i T i i
e
T i T i − − + + + = ∑
+∞
=
+ δ σ σ
        i f   t = T  (1) 
ここで， ２式目の変数 3 s は， コミッション率の増加をもたらす３つの閾値のうち， 30％
から 35%へのコミッション率の引き上げに必要な販売台数で，新車の場合は， 3 s =16
となる． + − + | | 3 s y s は，月間販売台数 s + y のうち 3 s を超えるものを表し，






                                                 
6  fがeについて１次確率優越をみたすならば，(1)式右辺の目的関数は eについて凹型となり，２
階の条件も満たされることを示すことができる．   9
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これらの式から，最適な努力水準は，
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5．使用データの説明と実証戦略 
 
  5.1  データ 
 
  入手したデータは， 2005 年4月から 2006 年12 月までに販売された個々の車両の取
引データである．A社では 2,823 台の新車取引がなされ，期間中 40 名の営業社員とマ
ネージャーが在籍した．Ｂ社には新車に加えて中古車部門があり，1,994 新車取引と
















１台売ると， その車のコミッションだけでなく， 適用コミッション率が 25％から 30％
に増加することによって，当該月にそれまでに販売した車に対するコミッションも増













                                                 
















う販売台数の期待値を増大させると仮定し， e X y E it it + = = β ϕ
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これは， it ϕ の確率で 0 の値をとり，残りの(1- it ϕ )の確率でポワッソン分布に従うことを意味す
る．分布のパラメーターは，以下の関数によって定められると仮定する． 

















ここで，曜日や月中の時期など it ϕ の発生確率に影響を与える変数のベクトルを j i Z , とおき，販
売台数に影響を与える変数のベクトルを j i X , とおいた．この時， β ϕ








ともと ) , , ( it t X s t に依存して決まるため， ) , , (
*
it t it X s t e e = と表すことができる． 仮にこ
の関係を線形の式で近似できるのであれば， ) , , (
~
it t it X s t X = によって，販売台数の動
きをある程度説明することが可能である．つまり，ポワッソン分布の確率質量関数を
) , , (
~











































  (1)第１段階目  まず日次販売台数の分布を，州内の月間自動車販売台数など需要
を表す変数と，曜日，月中の時期など来客数に影響を与える変数のベクトル
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  (6) 
                                                 
8通常インセンティブの強さは，業績に対する賃金の反応度で測る．しかしながら，X社における報
酬制度は，月内にコミッション率が動きなおかつ不連続的収入の変化をもたらす．したがって，
x w β α + = という歩合制の下でのβのように，インセンティブの強さを単純に測ることはできな
い．代わりに，日々変わる ) ( x f w = という報酬制度のもとで，期待報酬額を努力によって微
分した
e
e x f E
∂
∂ ))] ( ( [
に相当するものを計測し，それをインセンティブの強さとして後の生産性へ
の影響を計る上で説明変数として使用するアプローチをとる．   13
を計算する．ここで j s comm m + _ は，その月の y + j台目の自動車販売で得られる
限界コミッションであるが，販売した車の価格，あるいはそこから生まれた粗利益に
依存するため，将来の限界コミッションは計算できない．そこで，データ中各種ボー









最大閾値超ダミーTS を説明変数に加える． つまり， 先ほどの )
~ ~
exp(
' β μ it it X = の代わり
に ) exp(
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最小二乗法では， 粗利益率または （粗利益率＋10％） の対数 Rを被説明変数とする． 
j j j comm m B X R _ λ γ β + + =     (7) 
 
  ここで，j は取引を示す添え字であり， j X は，取引が成立した時期，タイミング，
車種， 需要， 共同販売の有無， など粗利益率に影響を与える変数を含んでいる． j B は，
その取引に裁量的なボーナスが付けられていたかどうか，その場合ボーナスの金額は





























加え， さらに明らかに販売に影響を与えると見られる曜日ダミーも説明変数に含めた．    15








































































































8.1  粗利益率へのインセンティブ反応の相違   
 












































8.2  エスニシティ別の取引状況と粗利益率 
 
自動車の販売台数や粗利益率に対し，営業社員と顧客間のエスニシティ関係が何ら
かの影響をもたらしているだろうか．   営業社員と顧客との間のエスニシティに関する




新車の販売価格の平均および標準偏差を計算した． その結果， 白人の平均販売価格 （28,024.35 ドル）
が全体のそれ （27,240 ドル） よりやや高いものの， エスニシティ間で大きな格差はみられなかった．











































                                                 
13正確を期すために，各地域２名ずつのペアで作業した後に，全体で分類結果を相互にチェックし
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92 0 8 7 45 3 2 11 5 14 13 17 18 16 19 10 11 01 2 6表1．基本統計量
取引ベース
　
　 観測数 平均値 標準偏差 最小値 最大値 観測数 平均値 標準偏差 最小値 最大値
価格 4978 27159 7440 13991 62090 1141 15534 6057 689 44000
粗利益 4978 1031 598 -1452 4898 1141 1668 907 -911 6174
粗利益率 4978 3.87% 2.02% -5.05% 19.32% 1141 13.03% 9.99% -7.59% 70.96%
コミッション金額 4978 264.67 179.77 0.00 2150 1141 500.11 280.64 0.00 2161
(注)2005年4月から2006年12月までの取引のうち，マネージャーを除く営業社員によって販売されたものである．
日次ベース
　 観測数 平均値 標準偏差 最小値 最大値
販売台数 14210 0.42 0.928 0 12.5
インセンティブ強度
 (ドル表示) 14210 200.2 249.1 38.9 2613
月次ベース
観測数 平均値 標準偏差 最小値 最大値
販売台数 663 9.01 6.03 0 36.5
キャリ－オ－バ－
 (繰越台数) 663 0.62 2.19 0 20.5
営業社員の個人属性
  年齢 663 42.01 9.210 21.17 70.58






500 53 40 70
営業社員のエスニシティ別構成
合計 白人 黒人 東アジア 東南アジア 南アジア西アジア ヒスパニック







































 * はそれぞれ 1%，5%, 10% 水準で有意であることを示している．
213.26  144.23 α=0の尤度比検定(χ
2値） 236.99
-9146.5 -10453.1 -10381.0
α(ガンマ関数パラメ－タ－) 0.679 0.675 0.487
擬似対数尤度 -10783.1 -10664.6 -9253.2
(0.101)
サンプル数 14210 14210 12087 12087 14210 14210




　　週末 -0.333 -0.583 -0.332 -0.563 0.421 -0.623
(0.094) (0.058)
(0.057)
　　金曜日 -0.380 -0.653 -0.437 -0.608 -0.519 -0.730




　　木曜日 -0.408 -0.685 -0.438 -0.683 -0.505 -0.743
(0.069) (0.133)
(0.062)
　　水曜日 -0.267 -0.535 -0.300 -0.576 -0.363 -0.562




　　火曜日 -0.306 -0.473 -0.333 -0.491 -0.437 -0.553
(0.085) (0.094)
(0.265) (0.219)
　　月末日 0.754 1.056 0.836 1.093 1.296 1.594
(0.278) (0.231) (0.261) (0.244)
　　月第１週目 -0.680 -0.620 -0.514 -0.545 -0.789 -0.775
日付ダミー
0.819 0.070 0.066
(0.053) (0.060) (0.054) (0.063) (0.071) (0.075)
最大閾値超ダミー 0.706 0.719 0.814
0.716 0.059 0.095
(0.061) (0.074) (0.064) (0.084) (0.064) (0.064)
インセンティブ強度 0.487 0.656 0.511
-0.475
(0.126) (0.116) (0.138) (0.125) (0.123) (0.120)
-0.579 -0.647 -0.648 -0.722
0.040
-0.415
(0.030) (0.030) (0.032) (0.032)
ln(勤続年数+1) 0.083 0.097 0.033
0.073
(0.075) (0.075) (0.078) (0.078)
ln(年齢) 0.007 -0.003 0.068
0.465 0.633 0.665
(0.092) (0.091) (0.099) (0.098) (0.091) (0.090)
































































































-500 1000 0 500 1500表3．粗利益率のOLS推定結果
中古車ダミー  2.316  2.609  0.197  0.194
 (0.255)  (0.313)  (0.012)  (0.014)
ln(車年齢)  4.565  4.558 -0.096  0.154  0.156 -0.009
 (0.191)  (0.192)  (0.122)  (0.009)  (0.009)  (0.009)
-2.205 -2.140 -1.382 -0.126 -0.121 -0.099
 (0.364)  (0.360)  (0.189)  (0.017)  (0.017)  (0.013)
ボーナスダミー -2.516 -2.711 -2.428 -0.187 -0.206 -0.180
 (0.173)  (0.183)  (0.084)  (0.008)  (0.008)  (0.006)
ボーナス額(単位：千ドル） -3.829 -3.781  0.994 -0.177 -0.162  0.049
 (0.662)  (0.663)  (0.362)  (0.031)  (0.030)  (0.025)
共同販売ダミー  0.974  0.365  1.097  0.067  0.027  0.718
 (0.280)  (0.384)  (0.132)  (0.013)  (0.018)  (0.009)
中旬ダミー  0.280  0.294  0.178  0.124  0.014  0.012
 (0.169)  (0.168)  (0.086)  (0.008)  (0.008)  (0.006)
下旬ダミー  0.528  0.538  0.218  0.021  0.023  0.015
 (0.183)  (0.181)  (0.092)  (0.008)  (0.008)  (0.006)
最終４日間ダミー  0.436  0.453  0.227  0.019  0.021  0.015
 (0.200)  (0.199)  (0.101)  (0.009)  (0.009)  (0.007)
最終日ダミー  0.854  0.860  0.338  0.040  0.041  0.024



























































































社員固定効果なし 社員固定効果あり 社員固定効果なし 社員固定効果あり
白人 -3.045 -3.182 -1.233 -1.155
 (0.837)  (0.835)  (0.502)  (0.496)
黒人 -1.002 -1.162 -0.958 -1.129
 (1.305)  (1.272)  (1.307)  (1.279)
東アジア -0.619 -0.563 -1.012 -0.955
 (0.331)  (0.321)  (0.266)  (0.258)
東南アジア -0.499  0.019 -1.295 -1.320
 (1.834)  (1.848)  (1.066)  (1.061)
南アジア -5.119 -5.171 -1.786 -1.568
 (1.077)  (1.079)  (0.571)  (0.580)
西アジア -1.807 -1.788 -1.844 -1.914
 (0.994)  (0.985)  (0.443)  (0.424)
ヒスパニック  1.629  2.662  0.915  1.884




* はそれぞれ1%，5%, 10% 水準で有意であること
















687 13 52 76 20 160 34 432 1474
46.6 0.9 3.5 5.2 1.4 10.9 2.3 29.3 100
4 9 4594 1 9 43 1 1 2 5
39.2 3.2 4.0 7.2 3.2 15.2 3.2 24.8 100
54 2 4 12 4 25 8 30 139
38.9 1.4 2.9 8.6 2.9 18.0 5.8 21.6 100
32.8 6 45 371 67 131 16 278 1242
26.4 0.5 3.6 29.9 5.4 10.6 1.3 22.4 100
173 0 29 44 52 52 14 136 500
34.6 0.0 5.8 8.8 10.4 10.4 2.8 27.2 100
404 11 46 26 18 307 37 278 1127
35.9 1.0 4.1 2.3 1.6 27.2 3.3 24.7 100
346 7 25 61 29 148 57 226 899
38.5 0.8 2.8 6.8 3.2 16.5 6.3 25.1 100
2041 43 206 599 194 842 170 1411 5506
37.1 0.8 3.7 10.9 3.5 15.3 3.1 25.6 100
(注)顧客の「その他」には，姓名からエスニシティの区分ができなかった者および対企業


























     　　　　（単位:%）
白人 3.86 3.93 4.44 3.41 3.10 3.47 3.18 3.77 3.76
黒人 4.31 2.90 4.65 3.40 4.52 3.89 3.20 4.32 4.11
ヒスパニック 3.89 4.05 5.64 3.85 4.99 3.56 4.70 3.71 3.93
東アジア 3.78 3.56 3.90 3.29 3.65 3.50 2.94 3.61 3.55
東南アジア 3.66 N.A. 3.63 3.85 3.20 3.75 3.34 3.48 3.58
南アジア 4.18 4.94 4.93 3.13 4.50 3.97 4.38 4.46 4.21
西アジア 3.71 4.10 3.85 3.66 3.05 3.49 3.81 3.65 3.65

















　　 (単独販売のみ．新車のみ)     
0.000 -0.003 -0.002 -0.002 -0.003 0.005
(0.006) (0.002) (0.005) (0.002) (0.003) (0.003)
0.006 ** -0.010 -0.003 0.001 -0.005 -0.008 -0.006
(0.003) (0.010) (0.007) (0.011) (0.005) (0.009) (0.009)
-0.006 *** -0.007 -0.002 0.001 0.000 -0.005 -0.006
(0.001) (0.009) (0.003) (0.005) (0.002) (0.005) (0.004)
-0.002 (dropped) 0.005 -0.003 0.002 -0.002 -0.008 *
(0.001) (0.004) (0.005) (0.003) (0.006) (0.005)
-0.003 ** 0.006 -0.001 0.006 -0.001 0.002 0.000
(0.001) (0.010) (0.004) (0.006) (0.002) (0.005) (0.004)
-0.006 *** 0.002 0.002 -0.004 -0.001 0.002 -0.002
(0.001) (0.011) (0.003) (0.006) (0.003) (0.004) (0.005)
-0.003 -0.007 0.000 0.008 0.000 0.003 0.009




 * はそれぞれ 1%，5%, 10% 水準で有意であることを示している．
  　いずれも，新車での単独販売で，ボーナス等が付与されていないと判断した取引のみを対象としている．
　　回帰式は，表で使用した回帰式に営業社員エスニシティ・ダミーとその顧客エスニシティ・ダミーとの
　　交差項(ベースは白人)を入れたものである．
ヒスパニック
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南
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黒人
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東南アジア